
 

1

社会保険労務士・行政書士 

関 島 康 郎 
〒125‐0041 

東京都葛飾区東金町２‐７‐１２ 

電話：０３－３６０９－７６６８ 

FAX ：０３－３６０９－５０１０ 

ＨＰ: http://www.srseki.info 

 

労働保険 社会保険 労働問題・労務相談 年金（老齢・障害・遺族）相談 助成金 給与計算 第第第第 101010102222    号号号号    

    

    関島社会保険労務士事務所便り 
 

 

 

 

                                        

                                    
 

 

 

  
                                                                                                                                                    

    

    

    
                                    

労働者の夫が業務上災害で亡くなった

とき、妻は年齢を問わず遺族補償年金を受

け取ることができます。一方、労働者の妻

が業務上災害で亡くなったとき、夫は 55

歳以上で、かつ 60 歳にならないと遺族年

金を受けることができません。 

同様な規定が厚生年金や共済年金の遺

族年金にもあります。 

 

この規定は「憲法に違反」とする判決が

11 月 25 日大阪地裁で言い渡されました。   

訴えた人は、堺市に住む地方公務員の女性

教諭の夫（66）。判決によると、女性教諭

は勤務先での校内暴力などでうつ病を発

症し、夫が 51 歳だった 98 年に自殺。

2010 年に労災にあたる「公務災害」と

認められ、夫は遺族補償年金の支給を求め

ました。しかし、「妻が死亡したとき夫は

55 歳未満」であったことを理由に不支給

となりました。 

 

判決は、この規定について、1967 年

の制定当時は「正社員の夫と専業主婦が一

般的な家庭だった」とし、「合理性があっ

た」ことを認めました。しかし、90 年代

には共働き世帯が専業主婦世帯を上回っ

たことや、男性の非正規雇用が増加するな

ど日本型雇用慣行が変容したとして「規定

は差別的で違憲」と結論付けています。 

 

大阪地裁判決の影響は極めて大きく、地

方公務員や国家公務員の災害補償法や民

間対象の労災保険法にとどまらず、厚生年

金保険法や国民年金法にある次のような

男女差規定に大きな影響を及ぼすものと

みられます。 

 

★国民年金国民年金国民年金国民年金のののの遺族遺族遺族遺族のののの範囲範囲範囲範囲はははは、、、、「被保険者又

は被保険者であった者の死亡の当時その

者によって生計を維持していた妻又妻又妻又妻又はははは子子子子」

です。妻の死によって遺族となる夫は対象

外です。子子子子へのへのへのへの年金年金年金年金ももももそのそのそのその子子子子にににに生計生計生計生計をををを維持維持維持維持

するするするする父父父父がいるときはがいるときはがいるときはがいるときは子子子子へのへのへのへの年金年金年金年金はははは支給停支給停支給停支給停

止止止止されますされますされますされます。。。。またまたまたまた、、、、寡婦年金寡婦年金寡婦年金寡婦年金はありますがはありますがはありますがはありますが、、、、

寡夫年金寡夫年金寡夫年金寡夫年金はありませんはありませんはありませんはありません。。。。    

    

★厚生年金厚生年金厚生年金厚生年金のののの遺族遺族遺族遺族のののの範囲範囲範囲範囲はははは、、、、「被保険者又

は被保険者であった者の死亡の当時その

者によって生計を維持していた妻、18 歳

未満の子（障害のときは 20 歳未満）、55555555

歳以上歳以上歳以上歳以上のののの夫夫夫夫（（（（60606060 歳未満歳未満歳未満歳未満はははは支給停止支給停止支給停止支給停止））））、父

母又は祖父母（前同）」となっています。 
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老齢厚生年金老齢厚生年金老齢厚生年金老齢厚生年金をををを受給受給受給受給できるできるできるできる人人人人がががが在職在職在職在職しししし、、、、厚生年金厚生年金厚生年金厚生年金にににに加入加入加入加入しながらしながらしながらしながら受給受給受給受給するするするする年金年金年金年金のこのこのこのこ

とをとをとをとを「「「「在職老齢年金在職老齢年金在職老齢年金在職老齢年金」」」」といいますといいますといいますといいます。。。。在職老齢年金在職老齢年金在職老齢年金在職老齢年金はははは、、、、給料給料給料給料、、、、ボーナスのボーナスのボーナスのボーナスの額額額額によってによってによってによって支支支支

給額給額給額給額がことなりますがことなりますがことなりますがことなります。。。。    厚生年金厚生年金厚生年金厚生年金のののの被保険者被保険者被保険者被保険者とならないでとならないでとならないでとならないで働働働働いているいているいているいている場合場合場合場合はははは、「、「、「、「在職老在職老在職老在職老

齢年金齢年金齢年金齢年金」」」」になりませんになりませんになりませんになりません。。。。このこのこのこの場合場合場合場合はははは、、、、年金額年金額年金額年金額はははは全額支給全額支給全額支給全額支給されますされますされますされます。。。。    

    

65656565 歳前歳前歳前歳前のののの在職老齢年金在職老齢年金在職老齢年金在職老齢年金    基準額基準額基準額基準額はははは 28282828 万円万円万円万円    

① 総報酬月額相当額＋基本年金月額が 28万円以下なら年金額は全額支給です。 

② 総報酬月額相当額＋基本年金月額が 28 万円を超えると超えた額の半額が支給停止され

ます。 年金支給額＝基本年金月額－（総報酬月額相当額＋基本年金月額－28万円）÷２ 

     （総報酬月額相当額が 46万未満のときの計算式、マイナスになると全額停止）    
 

総報酬相当額総報酬相当額総報酬相当額総報酬相当額 23232323 万円、基本年金月額万円、基本年金月額万円、基本年金月額万円、基本年金月額 12121212 万円の場合万円の場合万円の場合万円の場合    基本年金月額（12万円） 

総報酬月額相当額 
（23万円） 

  停止 
（3.5万円） 

 

    28万円 

 
28万円 
28万円を超えた額の半額が停止 

＊総報酬月額相当額とは、その月の標準報酬月額＋その月前 1年間に支給された賞与の 12分の 1 

＊基本年金月額とは、報酬比例部分と定額部分の合計額の 12分の１の額 

③ 総報酬月額相当額が 46万円を超えるときの年金額支給額（マイナスになると全額停止） 

基本年金月額－（46万円＋基本年金月額－28万円）÷2－（総報酬月額相当額－46万円） 

④ 65歳前の在職老齢年金で減額される基本年金とは、報酬比例部分と定額部分で、配偶者

がいるときに支給される加給年金は減額されませんが、基本年金が全額支給停止になると

加給年金も支給停止されます。 

 

65656565 歳歳歳歳からからからから 69696969 歳歳歳歳のののの在職老齢年金在職老齢年金在職老齢年金在職老齢年金    減額対象減額対象減額対象減額対象はははは報酬比例部分報酬比例部分報酬比例部分報酬比例部分のみのみのみのみ    基準額基準額基準額基準額はははは 46464646 万円万円万円万円    

① 減額対象となる年金は「報酬比例部分の年金」だけです。「老齢基礎年金と経過的加算」

は全額支給です。総報酬月額相当額＋報酬比例部分の年金月額が 46 万円以下なら全額支

給、46万円を超えると超えた額の半額が支給停止されます。 

② 在職老齢年金の算出式（マイナスになると全額停止） 

 報酬比例部分の年金月額－（総報酬月額相当額＋報酬比例部分の年金月額－46万円）÷2 

③ 在職老齢年金が受給できない人は配偶者加給も全額支給停止になります。 

 

70707070 歳以上歳以上歳以上歳以上のののの在職老齢年金在職老齢年金在職老齢年金在職老齢年金    

① 70歳以上の在職者は厚生年金の保険料は収めません。 

② 70歳になると年金額は再計算され、65歳以降かけた保険料分が増額されますが、65歳

以上の在職老齢年金の算出式が適用になります（昭和 12年 4月 2日以後生まれの人）。 

年金支給額 
（8.5万円） 
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◆「ブラック企業」の定義は？◆「ブラック企業」の定義は？◆「ブラック企業」の定義は？◆「ブラック企業」の定義は？    

最近、マスコミ等で大きな話題となって

いる「ブラック企業」ですが、「労働法令を

遵守せず、労働者の人格を著しく無視した

かたちで働かせている企業」、「違法な長時

間労働や賃金不払い残業があり、離職率が

極端に高い企業」、「就職したらひどい目に

あうので避けた方がよい企業」などと定義

されているようです。 

 

◆勤務先はブラック企業？◆勤務先はブラック企業？◆勤務先はブラック企業？◆勤務先はブラック企業？    

先日、連合総研が 10 月初旬に実施した

「勤労者の仕事と暮らしについてのアンケ

ート調査」（首都圏・関西圏に居住し民間企

業に勤務する 20～64 歳の人 2,000 名が回

答）の結果が発表されました。 

この調査で、「あなたの勤め先は『ブラッ

ク企業』にあたると思いますか」と質問し

たころ、「そう思う」と回答した人は 17.2％

でしたが、若者世代ほど「そう思う」と回

答した割合が多い結果となりました。 

 

勤務先はブラック企業？勤務先はブラック企業？勤務先はブラック企業？勤務先はブラック企業？    

「そう思う」回答割合（「そう思う」回答割合（「そう思う」回答割合（「そう思う」回答割合（2222,,,,000000000000 名中）名中）名中）名中）    

20代 23.5％ 

30代 20.8％ 

40代 15.4％ 

50代 11.2％ 

60代 9.0％ 

平均 17.2％ 

 

 

◆厚労省が実施した電話相談の結果厚労省が実施した電話相談の結果厚労省が実施した電話相談の結果厚労省が実施した電話相談の結果    

厚生労働省では「ブラック企業」という

言葉は使わずに、「若者の使い捨てが疑われ

る企業」と呼んでいますが、今年９月を「過

重労働重点監督月間」と定め、過重労働が

行われている疑いのある事業所に対して重

点的に指導・監督を行いました。 

同省が９月１日に実施した無料電話相談

には全国から 1,042 件の相談が寄せられた

とのことで、相談内容（複数回答）は上位

から、 

（１）賃金不払残業（53.4％）、 

（２）長時間労働・過重労働（39.7％）、 

（３）パワーハラスメント（15.6％） 

だったそうです。 

なお、相談者が勤務している業種は、「製

造業」（20.4％）と「商業」（19.9％）で約

４割を占めました。 

 

◆労基署の調査、監督指導労基署の調査、監督指導労基署の調査、監督指導労基署の調査、監督指導    

厚生労働省は「労働条件の確保・改善対

策」を重点施策として挙げており、今後も、

労働法令を遵守しない企業に対する監督指

導の強化傾向は続くものと思われます。 

労働基準監督署による調査や監督指導は、

労働者や退職者からの情報提供をきっかけ

に行われるケースも多いので、労働者等か

ら「ブラック企業」とのイメージを持たれ

ることのないよう、労務管理上、万全の対

策をとっておく必要があります。 
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●●●●企業の約８割が賃上げ企業の約８割が賃上げ企業の約８割が賃上げ企業の約８割が賃上げ    

厚生労働省が発表した賃上げに関する実態

調査（常用労働者 100人以上の企業 1,853社が

回答）の結果によると、2013 年中に賃金を引

き上げる企業は 79.8％（前年比 4.5ポイント増）

となり、６年ぶりの高水準となったことがわか

った。賃上げ額は１人平均 4,375円（同比 339

円増）だった。（11月 29日） 

 

●●●●「「「「専門専門専門専門 26262626業務」廃止で派遣労働拡大へ業務」廃止で派遣労働拡大へ業務」廃止で派遣労働拡大へ業務」廃止で派遣労働拡大へ    

厚生労働省は、労働者派遣法の改正方針を固

め、労働政策審議会に見直し案を示した。主な

内容は、通訳などの「専門 26 業務」以外では

最長３年までしか派遣労働者に仕事を任せら

れない仕組みを廃止することなど。同省は来年

の通常国会に改正法案を提出する方針。（11 月

28日） 

 

●●●●協協協協会けんぽ保険料会けんぽ保険料会けんぽ保険料会けんぽ保険料    ３年連続で据置きへ３年連続で据置きへ３年連続で据置きへ３年連続で据置きへ    

全国健康保険協会（協会けんぽ）は、2014

年度における保険料率（全国平均）について、

３年連続で 10％に据え置く方針を決めた。財政

難ではあるものの、大企業の健康保険組合に比

べ料率が高いことから、労使の負担がさらに増

えることを避けるねらい。（11月 27日） 

 

●●●●「教育訓練給付」を拡充へ「教育訓練給付」を拡充へ「教育訓練給付」を拡充へ「教育訓練給付」を拡充へ        

厚生労働省は、キャリアアップのため資格や

学位の取得を目指す人のため、現在は１年限り

で上限 10 万円となっている教育訓練給付を拡

充して、最大３年で 180万円を支給する方針を

示した。来年の通常国会に改正雇用保険法案を

提出する考え。（11月 27日） 

    

●●●●「「「「付加年金」約付加年金」約付加年金」約付加年金」約 22222222万人分の誤処理が発覚万人分の誤処理が発覚万人分の誤処理が発覚万人分の誤処理が発覚    

日本年金機構は、追加の保険料を支払うこと 

により将来受給する国民年金額が上積みされ

る「付加年金」に関して、旧社会保険庁時代か

ら合わせて約 21 万 8,000 人分の事務処理を誤

ったとみられることを厚生労働省に報告した。

同省は、期間中の付加保険料を本人に返す方針。

（11月 27日） 

 

 

 
 
●70707070～～～～74747474歳の医療費負担を歳の医療費負担を歳の医療費負担を歳の医療費負担を 5555年かけて年かけて年かけて年かけて２割に２割に２割に２割に    

政府は、特例で１割に据え置いている 70～74

歳の高齢者の医療費窓口負担を、来年４月から

本来の２割に戻す方針を固めた。来年４月以降来年４月以降来年４月以降来年４月以降

に誕生日を迎えて新たにに誕生日を迎えて新たにに誕生日を迎えて新たにに誕生日を迎えて新たに 70707070 歳になる人が対象歳になる人が対象歳になる人が対象歳になる人が対象

で、現在すでにで、現在すでにで、現在すでにで、現在すでに 70707070～～～～74747474 歳の高齢者は特例で１歳の高齢者は特例で１歳の高齢者は特例で１歳の高齢者は特例で１

割に据え置く。割に据え置く。割に据え置く。割に据え置く。特例は５年かけて廃止する考え。

（11月 26日） 

 

●●●●民間企業の退職金が５年で約民間企業の退職金が５年で約民間企業の退職金が５年で約民間企業の退職金が５年で約 15151515％減少％減少％減少％減少    

厚生労働省が「就労条件総合調査」の結果を

発表し、2012 年に民間企業を定年退職した人

（大卒者）の退職金（一時金と企業年金の合計）

の平均が 1,941 万円となり、５年前（2,280 万

円）と比較して約 15％減少したことがわかった。

高卒者の平均は 1,673万円（５年前は 1,970万

円）だった。（11月 22日） 

 

●●●●悪質運転に対する厳罰化法が成立悪質運転に対する厳罰化法が成立悪質運転に対する厳罰化法が成立悪質運転に対する厳罰化法が成立    

飲酒や薬物摂取、特定の病気等の影響により

交通事故を起こした場合の罰則を強化（最高

刑：懲役 15 年）した「自動車運転死傷行為処

罰法」が参院本会議で可決、成立した。法務省

は、特定の病気として「てんかん」や「統合失

調症」などを政令で定め、来年５月までに施行

する予定。（11月 20日） 

 

●●●●国保保険料国保保険料国保保険料国保保険料    高所得世帯は引上げへ高所得世帯は引上げへ高所得世帯は引上げへ高所得世帯は引上げへ 

厚生労働省は、国民健康保険（国保）につい

て、収入が約 1,000万円以上の単身世帯などの

所得が高い世帯の保険料を、年間で２万円引き

上げる見直し案をまとめた。対象世帯が納める

介護保険料についても２万円引き上げ、財政改

善を図る。2014年４月から実施の方針。（11月

9日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


